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1.研究の背景および目的

(1)災害対応への要件 ―長期的かつ広範な見通し―
ひとたび災害が発生すると,被災地における多様な社
会 。経済活動の復旧,被災者の生活再建に向けての多様
かつ大量の災害対応業務が発生する.これに携わる行政
担当者にとっては,そのほとんどがはじめての業務とな
るため,予め整備された地域防災計画やマニュアルに則
って,試行錯誤ながら, 日の前にあるニーズヘの対処を
していかねばならないのが実状である.と りわけ物的被
害や人的被害の大きな災害,例えば,阪神・淡路大震災
(1"5)な どでは,被災地の復 1日・復興に時間を要し,
時々刻々と変化する多様な社会・経済状況を把握 しなが

ら,限 られた資源の中で,継続的に対応していくことは
決 して容易ではない。このように災害対応業務を困難と

している理由として,大規模災害の発生確率の低いこと
が挙げられる.平常時には, 日々繰 り返される担当業務
に対して,蓄積された情報と経験を踏まえて,「 このよ
うな案件が発生すれば, どのタイミングで,何をすれば
よいのか」といった見通しを立てながら,効率よく業務
を遂行することができる。しかし,何十年,何百年に一
回発生するような大規模災害が発生 した場合,被災直後
から,物的被害や人的被害の把握に追われ,被災地での
社会 ,経済への広範な被害状況やその時間的波及といつ

た今後の見通しまでを立てることは極めて難 しいといえ

る.

例えば,阪神 。淡路大震災において災害対応を経験し
た神戸市や兵庫県の職員,ま た,多 くの被災地調査実績
をもつ研究者 らが,国内外での災害発生時において,そ
の直後に駆けつけ,時間を追って必要となり得る災害対
応業務や今後発生しうる課題についての助言を行い,被
災地での災害対応業務に役立ててきた。このことは,ま
さに,非 日常的な災害に対する情報や経験の蓄積のない
多くの災害対応者に対し,応急・復旧・復興にわたる長
期的な見通 しを与えていることに他ならず,こ の見通し
に基づき具体的な支援施策を実施することを可能として

きたといえよう.            '
このように,非 日常的な大規模災害に対 して,情報や
経験の蓄積のない災害担当者が,よ り迅速かつ効率的に
災害対応業務を遂行するためには,被災直後から,復
旧・復興に至る長期的な見通しをもつことが鍵となる.

(2)復興過程に関する研究の必要性
これまで,災害後の復興をテーマとした研究は,酒 田
大火 (1976), 日本海中部地震 (1983),雲仙普賢岳噴
火 (1990),北海道南西沖地震 (1993)な どを対象とし
て行われてきた

例えげ,1)～つ.しかしながら,被災者の意識
や行動,被災地の社会 。経済状況などの多様な側面から,
メインテ,マ として被災後の長期的な復興過程のモデル
化とその検証に取り組むようになった契機は阪神・淡路

大震災といえる.

青野ら',田 中ら
のの研究成果によれば,被災者の発災

直後からの行動についてミクロ的な視点からエスノグラ



フィー調査を行い,被災者の行動パターンは,発災から
10時間,lCXl時間,1000時間の節目ごとに変化することを
明らかにしている.

また,震災から5年 目の1999年 に行われた神戸市復興総
括・検証つでは,被害からの復興は,都市再建,経済再建 ,
生活再建の3種類の再建過程に分類されることを示し,立
木・林

8)は
,中 でも阪神・淡路大震災でメインのテーマと

なった生活再建に着目し,被災者を対象とした調査を行
い,生活再建に不可欠な7要素を明らかにしている。また ,
兵庫県生活復興調査が1999年 ,2001年,2003年 と継続的
にパネル調査 として実施 され ,由 村 ら9),Tatsuki&

Hayashi10,黒宮ら
11)は ,先の生活再建に不可欠な7要素と

被災者の生活復興感との関連分析を実施し,生活再建の7
要素が被災後のどの時点でも被災者の復興感にういての

強ぃ説明要因であることを実証している。さらに:木村
ら
1の
は,同様の3カ年の兵庫県生活復興調査を用いて,被

災者の心理的時間感覚は対数軸によつて変化するという

仮説に基づき,生活再建過程のマイルス トニンとなり得
る被災者の意識や行動が,心理的時間展開に伴ってどの
ように変化 していつたのか,その時の社会状況と合わせ
て分析し,仮説の検証を行っている.
一方;被災地における復興過程について,被災地全体
を対象とし,各種のマクロ統計指標を利用しながら,復
1日・復興状況を把握する試みもなされてきた。高島・林
10は ,災害後の被災地域内の電力消費量とGRPと の関係
に着 日し,電力需要の落ち込みと回復の過程に基づき ,
復旧・復興状況をタイムリーに捉える指標の提案を行つ

ている。また,柄谷ら10は ,多様なマクロ統計指標を用
いて復興状況を提える復興指標 (RI)を提案し,これを
阪神・淡路大震災後の神戸市に適用した結果,被災直後
の落ち込みの大きさとその後の回復の程度によつて,4種
類の復旧・復興状況に分類できること,各パターンに含
まれる指標とその復興過程の考察を行つている.さ らに ,
塩野・宮野

1つ
は,阪神・淡蕗大震災による神戸市での被

害に着 日し,被災地の世帯が被った家計への影響を,家
計調査年報から収集 した項目別かつ経年的な収支額を用

いて分析し,家計収支には震災の影響が有意に働 くこと,
住宅の再建や修理にかかる費用が大きく占めることなど

を明らかにしている.

このように,阪神・淡路大震災を契機に,従来の被害
抑止,応急 。復旧施策のみならず,新たに重要課題 とな
った復興までを含む長期的過程を把握 し,被災地の市民
や社会がどのように立ち直っていくのか,そのプロセス
やメカニズムの解明が重要となってきた

10 これら研究
成果の蓄積が,今後起こりうる大規模災害からの被災地
社会の復旧・復興の見通しを与え,被災直後からの迅速
かつ効果的な災害対応を行 う上での有用なデータとなり

得ることが期待できる.

(3)研究の目的
本稿では,前述のように,復興の長期的過程を定量的
かつ多側面から捉え,今後の災害対応の有用な情報の蓄
積に向けて,被災地の復興状況を統計データから把握す
るために整備すべき復興指標の概念と,そ の算定に必要
な統計データベース構築の要件や必要性について整理す

る。また,従来提案されてきたRI(Recovcry lndex)が 有
する問題点を指摘 した上で,時系列分析を用いた新たな
復興指標の概念とその読み方についての枠組みを提案す

る さらに,本稿で提案する復興指標のケーススタディ
として,阪神 。淡路大震災後10年間の神戸市における復
興過程を定量化し,復旧・復興の視点から考察を加える .

なお,本稿で構築された復興指標データベースとその枠
組みは,今後起こりうる災害対応時の一つの判断材料と
なり,さ らに多様な災害に対する蓄積によって,復興過
程の究明に資することを最終の目標とする.

2.従 来の復興指標の特徴 と問題点

(1)復興指標の要件
まず,統計データベースを用いた復興指標の要件につ
いて以下に要約する.

a)継続的かつ多側面からの復興状況の把握

復興指標は,継続的に収集されているマクロ統計デー
タを用いて算定するため,災害の有無にかかわらず,そ
の地域の社会や経済の現状を知 り,先の動向の見通 しを
可能にする.ま た,地域の活動を網羅的に捉えるための
基礎的なデータ収集フレームが長年の経験から吟味・構

築されてお り,そ の収集は国や地方自治体の平常業務 と
して位置づけられている したがつて,被災後の付加的
な調査を必要とせず,加えて,特別な経費を要さず,復
興の状況を多側面かつ長期的にモニターすることができ

る.挙 らに,復興指標に用いるデ‐夕項目については ,
「復興」を被災者の生活再建に関わるあらゆる側面から

捉えるために,例えば,家計消費,雇用,生活保護,犯
罪,交通事故に至るまで,被災自治体や地区がもつでき
るだけ多くの項目を対象とすることが望ましい .

b)ベ ンチマーク (比較対象)の設定
統計デー .夕 は,それぞれ固有の次元 (単位)や振れ幅
を有するため,多様な分野や他地域間での比較が困難で
ある.生のデータベースを標準化する,例 えば,後述の
RIで定義する標準化指標化によつて,各種統計を無次元
化し,それらの比較を可能とする。その結果,分野横断
的な復興状況の比較や日標値の設定,震災前後の比較な
どを可能とする.

c)災害対応時のデータベースとしての価値

冒頭に述べたように,多 くの自治体では大規模災害の
経験がなく,発災後の大量の手~ズに対して,限 られた
資源制約の中で対応 していかなければならない.外力規
模や被災地の防災力によって,過去の災害時と同様の復
興過程を辿るとは言い切れないものの,過去の復興指標
データベースから,多様な分野の復興過程を知 り,被災
直後に先の見通しを立てることができ,施策を講じる際
の判断材料となりうる。なお,復興過程の一般性を向上
させ,よ り説得性のある根拠とするためにも,外力規模
や被災地の防災力の異なる災害について,復興指標デー
タベースを蓄積していくことが重要である.

(2)R:の特徴と問題点
従来,柄谷ら И)は ,上記の要件を満たす指標として復
興指標 (RI:Re∞very lndex)を提案 してきた。特に ,
「b)ベ ンチマークの設定」については,株価の平準化な
どで用いられる標準化指数 sの算定によつて,震災発生
の前月が 100と なるようデータベースの無次元化を行い ,

異なる分野や地域間での比較を可能としてきた。また ,

図 1(a)お よび(b)に示すような復興過程の概念モデルを提

案し,景気など被災以外の様々な影響が含まれる統計デ
ータから,震災の影響を抽出するための仮定,すなわち ,
図 1(a)中 の 助

"は
,「地域 χにおけるある社会指標が災

害発生後に実際に示した値の変動を表 している」ものと

考え,「被災しなかった場合にその指標が示 したであろ
う推移 SiDス′」を被災地を除いた地域,例 えば全国と仮定



図 1被災の影響を抽出する従来の方法 10

し,その差分値をRIと して定義してきた .
しかし,RIの 実用化という面では,い くつかの問題が
指摘できる。まず,被災地外の地域 (例 えば,全国や関
西圏など)のデータとの対比によつて,被災地での震災
の影響を提えるために,当然ながら,いずれの地域でも
同様のデータ項目を同期間分整備する必要がある.神戸
市などの政令指定都市であれば,総務省統計局が整備す
る詳細な統計月報と同様のデ=夕項 目を揃えることは比
較的容易である。しかし,地方都市では,各部署が関連
するデータを個別に管理していたり,そ もそも月次デー
タの整備がないなど,そ の整備状況から広範な分野にわ
たる月次データを収集することが困難である.ま た,被
災地と対比させる「被災地外の地域」をどこに設定する

のか明確な基準を与えることが難 しい。例えば,阪神・
淡路大震災後の神戸市を挙げると, 日本全国を対象とし
た場合,全国的な景気等の トレンドはある程度除去され
るが,近畿地方独自の景気動向を取り除くことができて
いない可能性がある。さらに,関西圏の影響を取 り除く
ために,近隣の京都市や大阪市を対象としても,京都市
や大阪市独自の景気動向を取 り除くことは難 しい.すな
わち,被災地外を設定し,その対比をとつても,必ずし
も災害以外の影響を完全に取 り除いているとは言い切れ

ない部分がある。

従来のRIは ,被災後からの復興過程を捉える1つの有用
な読み方といえるが,前述のように,被災地や被災規模
によつては,被災地外の地域の設定や各種統計データの
整備状況の点で厳しいなどの問題点が残されている.

3.時 系列分析 に基づ く復興指標 の読み方 と枠組
み

ここでは,前述のようなRIの もつ問題点を解決する1つ
の方法として,時系列分析の概念を用いた新たな復興指
標の読み方とその枠組みを提案する.

(1)時系列分析を用いる利点
まず,時系列分析を行 う場合,被災前の指標の動向を
「被災しなかった場合に,当該地域で示 したであろう推
移」と仮定して,被災後の復旧・復興状況を把握するた
め,先のRIの ような対比させる地域を設定する必要がな
い.そ のため,被災地のみを対象としたデータベースの
構築で済み,多側面からのデータ収集を容易にする.
また,時系列分析の基本的な考え方として,時系列デ

―夕は「トレン ド (傾向線・回帰直線)」 ,「周期変動
(季節変動)」 ,「 ノイズ (ラ ンダムな変動)」 の3要素
から構成されるものと定義される。したがつて,一見複
雑に見える指標の動向を3成分 (季節変動のない場合は2

成分)に分けて把握することにより,「復興」に対して
より詳細かつ明確な基準をもつた見方を与えることが可

能となる.例えば,単に「ある指標のRI値が震災前の水
準に戻れば復興」とする従来の読み方とは異なり,「 ト
レンドの面では震災前の水準に戻つたが,ノ イズや季節
変動の面では乱れており,震災前の推移傾向に戻つてい
ない」などのより具体的な見方ができる.

(2)時系列分析に基づく「復興Jの読み方
時系列分析に基づく「復興」の読み方として,まず ,
①対象とする分野 (データ項目)が ,災害の影響を受け
ているか否かを トレンド,季節変動,ノ イズの3側面から
判断する.続いて,②災害の影響があると判断された場
合,同 じ3つの側面からみた被災後の推移によつて,復興
状況やその復興過程を判断する.なお,時系列分析の概
念に基づく時系列データの捉え方は,式 [1]に 示すとおり
である.

χ〔)=rlr)+st)+f← )
xの :時点′における時系列データ

ar):ト レンド (全体的な傾向)

式[1]

ょ′):周期変動 (こ こでは季節変動を対象とする)

【
`):ノ
イズ (ラ ンダムな変動)

また,【の,Sl′),スのは式[2],[3]を 用いて算定する.

Ilr)=χ lJ)一盛A13Xxlr)}

=,0-:←←→十χO+XIJ・ l》   相

但し,燿 o)は ,χ(のを挟むρ項 (力 月)の移動平均を表す .

SO=χ〔)一Л″〔2准←)}

-0-寺じ・ →Ⅲ→
‐司―(→+:…〕

式[3]

従つて,式 [1]よ り,ス′)は ,時系列データから式[2],[3]
で求めたSl′)とズのを差し引いた値となる

(3)災害による影響の有無の把握
被災地での災害の影響の有無については,時系列分析
の特性と既往研究の成果を踏まえて,下表1の ような枠組
みを与える

時系列データヘの災害の影響パターンは,被災時を挟
む推移,① トレンドの変化,②季節変動,③ ランダムな
変動の変化によって把握する。また,これら3つの側面は
独立な要素であるため,災害の影響パターンは,1… 1)の
み,1‐2)のみ,1‐3)のみ,2のみ,3のみだけでなく,それ
ぞれの組み合わせ ,1‐ 1)+2,1‐ 2)+2,2+3,1‐ 3)+2+3
など計15種類の影響パターンに分類できる

(4)復興状況の把握 ―復興チャー トの構築―
続いて,時系列データに災害の影響が認められた場合 ,
復旧・復興の視点から被災後の推移に対する12パ ターン

の読み方を提案する.

まず,復 旧・復興の視点から被災後の推移を読む際に
は,次の4つの視点が考えられる.



表 1時系列データに基づく災害の影響パターン
災害の影響パターン 条 件 イメージ

1 トレンドが変わる

1)傾きが変わる

2)水準が変わる

3)傾きも水準も変わる

7(b)■ 7'0.)

爾 ≠ 爾

7.lr`)≠ rilr.)∩ テでD≠ テてD

ン

2 周期変化が変わる S〔ぉ)≠ S←″) rヽ
3 ランダムな変動が変わる おlrb)≠ Fs(α )

Ｗ宙
※ち:被災前および被災後の時間を示す
※ム:ラ ンダムな変動 (ノ イズ)の標準偏差

。1:ト レンドが元に戻る
1…1)被災しなかった場合の トレンドと傾きだけ二致す
る

1…2)被災しなかった場合の トレンドと水準も傾きも一

致する    .
・2:季節変動が再開する
被災しなかった場合に出るはずの季節変動がみられる
。3:ラ ンダムな変動の分散が戻る
被災しなかった場合と同じ程度にデータが散らばる

これらの被災後データの動向に対して,復興状況の捉
え方を加えると,まず, トレンドは「時系列データの水
準と傾向に関するなんらかの系統的変化

1つ
」と定義され

るように,社会全体の潮流を表すものと考えられ,その
傾きと水準の被災前後の比較によつて,復興状況がどの
水準で, どの方向に向かつているのかを把握できる.1‐
1)は , トレンドの傾きのみ被災前の状況に戻る場合で ,
「症状固定型復興」 と呼ぶ.西洋医学分野では,「治
癒」と「症状固定」の概念をもつている

1助.「治癒」は
文字通 り病気が完全に治った状態のことであり,「症状
固定」はある程度回復 したが,現在の治療を継続 しても
短期的な改善が見込めない,ま た,治療を中断してもそ
れほどの悪化の可能性がない状況を説明する。このアナ

ロジーに従えば,被災後から一定期間を経過 した後,被
災前の傾向と同様の傾向を示した後,被災前とは異なる
水準の近傍で推移する場合,元の状態には回復 していな
いながら,緩やかに復興は進んでお り,当該分野の状況
がこれ以上悪くはならない状況と捉えることができる.

このことは,復興の停滞と捉えるのではなく,む しろプ
ロセスとしては進んでおり,残 された地域や分野固有の
課題に対して,長期的かつ個別的な復興施策が必要な状
況といえる.また,1‐2)は ,1‐ 1)に加えて,被災後の トレ
ンドの水準も回復する場合であり,「原状回復型復興」
と呼ぶ これは,全体の社会潮流の中で,も はや震災の
影響はみられず,概ね復興 した状況と捉えることができ
る しかし,合わせて季節変動やノイズの動向をみるこ
とによって, リズムや定常的不安などについても回復 し
ているか確認する必要がある.なお,こ の状況に至れば ,
兵庫県緊急3カ年計画にあるような復興に特化した「復興

施策」を絞 り込み,む しろ景気動向を見据えた「一般施
策」に切 り替えていくことが可能な状況といえる.

また,周期変動 (季節変動)は ,生活や社会活動のリ
ズムやサイクルを表 しており,被災後の一時期は乱れて
も, しばらくして,被災前と同様のリズムの再開が確認
されれば,た とえ全体的な水準が戻つていなくとも,安
定した平常時の社会状況を取り戻しつつある状況を示す .

周期変動が再開した場合を「リズム回復型復興」と呼ぶ .

さらに,時系列データのランダムな変動 (ノ イズ)は ,

そのばらつきの大きさが,社会の不安定さを表 してお り,
その分散が被災前の状況に戻つていくことは,社会が定

表 2復興を捉える枠組み「復興チャ=卜」
復興パタニン

1-1 1-2) 復奥型

未回復型

② O 症状固定型

③ O 原状回復型

0 リズム回復型

0 安定志向型

⑥ 0 0

O 0

③ 0 O

⑨ 0 O

⑩ 0 0

0 0 0

⑫ O 0 0 完全回復型

常的に安定していく様子を表す 一方で,被災後のノイ
ズの分散が小さくなるということは,安定しているとい
う捉え方もできるが,被災地社会が復興に向けた施策に
志向・集中しているという捉え方もでき,「安定志向型
復興」と呼ぶことにした .

表 2に示すように,いずれも回復しない「未回復型復
興」,理論上すべてが回復する「完全回復型復興」を含
めて,これら 4つの組み合わせで,計 12通 りの復興パタ
ーンを分類 した.こ のように時系列分析を用いて,復興
データの推移パターンを整理 し,復旧・復興状況の読み
方と照合した結果を「復興チャー ト」として表現した .

(5)3要素に対する復興の判断基準
これまでに,時系列データからトレン ド,季節変動 ,

ノイズのそれぞれを抽出し,そ の回復の有無と時期を復
興チャー トに示すことによつて,復興状況を読み取るこ
とが可能なことを提示した。ここでは, トレンド,季節
変動,ノ イズのそれぞれに対する「復興」の判断基準と
その手法について説明する。

a)ト レンド

式[41,[5]に示すように,被災前後の トレンドの傾きを
比較 して,同様の傾向を示せば, トレンドは回復 したと
みなす。また,同様に, トレン ドの傾きだけでなく,そ
の水準についても被災前後の比較によって,回復の有無
を判断する.なお,被災前後の トレンドの傾きは回帰直
線を用いて算出するが,対象期間についてはらを開始月と
する1年間 (ち～ら十H)を基準スパンとし,1カ月ずらし
ながら算出する.例えば,図2に示すように,1996年 1月
の復興状況をみる際には,それを開始月とする1年間,す
なわち,1996年 12月 までの回帰直線を求め,被災前の傾
きとの比較で復興状況を把握する:

rt)=7ι )→傾き回復

可羽=可羽 →水準回復
式 [4]

式 [5]

fBし ,r'(′)は■のの微分値,可のはスのの平均値 (水準)

とする.

b)季節変動

式[6]に示すように,被災後に変化する季節変動と,被
災前に示した平均的な季節変動を比較するために,それ
らの相関係数を求め,強い相関関係がみられた時点を回
復期とみなす。なお,相関係数を算出する対象期間につ
いては,a)の トレンドと同様,対象月を開始時期とする1
年間単位とする (図2).



ι′+2

分析対象期間:1年

図 2 時系列分析の対象期間の捉え方

Cο4SC):St》≧為             式[6]

なお,らは被災前の期間 (2年以上)を対象とし,1年
間ずつ各月でずらした季節変動を求め,そのうち,同月
から始まるデータセットを対象として算出した相関係数
の平均値とする.

c)ノ イズ

式 [7]に示すように,被災前の期間で認められた標準偏
差の最大値と,被災後の各月から1年間を対象とした標準
偏差を比較 し,被災後の標準偏差が被災前の値を下回つ
た時点を回復期 とする。すなわち,平常時からイベント
その他様々な理由からノイズは発生しているが,災害に
よって社会が不安定になり,その分散が乱れることが予
想される.従つて,ば らつきの大きさ (こ こでは標準偏
差)の比較によつて,回復状況を判断できるものとした .

maX仏傷》≧ムa) 式[7]

4.時系列分析を用いた阪神・淡路大震災後の神戸市に
おける復興過程

東海 。東南海・南海地震など,そ の発生が危惧され災
害対策が急務である大規模都市災害であり,かつ,震災
後の節日である10年を経過 し,よ うやく長期的なデータ
ベースの構築が可能となった阪神・淡路大震災を対象と

し,時系列分析 と復興チャー トの概念を用いて震災後の
神戸市における復興過程を分析する

(1)復興指標に用いたデータベース

阪神 。淡路大震災からの神戸市での復興過程を捉える

ために,本稿で構築 したデータベースは,神戸市が通常
業務の一環として長期にわたつて収集している『統計神

戸』 (1992.4～ 1994.4)19お よび『データこうべ』

(1995.10～ 2006.3)20)において一般に公表されたマクロ

統計を用いた。また,時系列分析を行うために,震災を
挟む 1992年 4月 から2005年 1月 までの約 13年間 154カ

月,また,これらの統計書に掲載された 120項 目のデー
タベース化を行つてきた.なお,長期にわたる本データ
ベースを作成するに際し,時系列的かつ項目間で一貫し
た分析を行えるように留意した点は次のようである.消
費者物価指数や鉱工業生産指数は,1995年,2000年 ,

2005年 と 5年毎に 100と する基準年を変更するため,原
データを再収集し,1995年ベースで指数の再計算を行っ
た。また,人 口をはじめ多く項目で早期には推計値が公
示されるが,更新される最新月のデータを用いた.さ ら
に,項 目によつては,欠損値がみられたが,担当者に確
認してなお不明であつたものは,当該月を挟む前後月の

値を用いて補間を行うなどした。

2(1)で述べたように,復興過程をできる限り多くの
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図 3(1)被災前後のトレンド,季節変動,ノイズの推移
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図 4被災後のノイズの標準偏差の推移と読み方

側面から提えるため,神戸市で集計されている120項 目す
べてを対象にすべきであるが,本稿では,紙面の制約上 ,
多くの自治体で共通の基本主要統計に指定される7分野20

項目に絞つて考察を行 う.

(2)時系列分析によるトレンド,季節変動,ノ イズの抽
出とその読み方

図3(1)お よび (2)に は,神戸市における7分野20項
目に関する時系列データに対して時系列分析を適用し,

未加工のオリジナルデータ (実績値),ノ イズの影響を
除去した際の数値,季節変動の影響を除去した際の数値
の推移を各項目別に示したものである。

これらによると,被災前の推移から:季節変動のみら
れなかったd)家計消費支出,1)倒 産件数,j)倒産負債額 ,

り新築着工戸数,m)消費者物価指数 (総合),o)銀行貸
出残高,r)生活保護費,s)刑法犯罪件数についてはノイズ

を除いた変動 (ト レンド)を ,ま た,季節変動をもつそ
れ以外の12項 目についてはノイズと季節変動の両方を除

いた変動 (ト レンド)が抽出されていることがわかる.
それでは,各分野の復興状況を把握するため,ノ イズ ,
季節変動, トレンドの順にそれぞれの回復状況をみてい
くことにする。

a)ノ イズの回復状況

図 4は,人 口,百貨店販売額,乗車人員を対象として ,
被災後の 1995年 1月 からの時系列データに含まれたノイ

ズのばらつきを標準偏差値 ム(ら)で示したものである.ま

た,同図中に,被災前の時系列データと用いた標準偏差
の最大値を示している.

まず,人 口の標準偏差にういてみると,震災直後に急
増し,その後の 10カ 月間漸減傾向を示し,1995年 H月
には被災前の標準偏差を下回つている.こ のことから,
ノイズの面からみれば,被災地の人口は被災から 10カ月
後の 1995年 H月 に回復しており,被災直後の約 4,571名
にも及ぶ死者の発生や,域外への流出を乗 り越えて,人
口供給が安定している状況が読み取れる.ま た,百貨店

＼

D乗車人員(阪急電鉄,神戸線)

●50

図 5季節変動の相関水準の推移とその読み方

販売額のノイズのばらつきは,被災前の水準を超えるこ
とはなく,ノ イズの面からは被災の影響を受けていなか
ったことがわかる。すなわち,被災したものの,生活に
必要な物資を購入する行動は日常的に続いていたものと

考えられる.

さらに,阪急電鉄の乗車人員のノイズについては,全
線が復旧した 6月 を境に被災前の水準値を下回つている.

これについては,駅舎や線路などのインフラに甚大な被
害を受け,サービスを停止 していた時期は利用行動が乱
れるが,イ ンフラの復旧に伴 うサービス開始により,安
定した利用行動を取り戻せたものといえる.

以上のように,サ ンプルとして異なる分野に属する 3
項目のノイズの読み方について説明した。紙面の制約上 ,

すべての項目についての掲載はできないが,他の項目に
ついてのノイズに対しても,上記のような被災前後の比
較によつて,復興状況を把握することができる。なお ,
これらの復興状況は復興チャ‐ 卜の作成時に示す。

b)季節変動の再開状況

図5は ,前述と同様,分野の異なる人口,百貨店販売額 ,
乗車人員を対象として,被災後の1995年 1月 からの時系列
デ‐夕に含まれた季節変動と,被災前の季節変動水準と
の相関係数場を示したものである。また,同図中には ,
被災前の例年みられる季節変動水準ちについても破線で

示した。

まず,人 口の季節変動については,被災直後に乱れ ,

被災前の季節変動を再開するのは約 1年半後の1996年 7月

である.例年,人 口数は全体的には漸増傾向にあるが,4
月と8月 に減少する周期をもつ。したがつて,被災後 1年
半は,転入・転出,出生・死亡のバランスによつて生じ
る例年のリズムを失つており,1年半を過ぎてようやく通
常のリズムとバランスを取 り戻したといえる.

また,百貨店販売額については,被災直後は買い物行
動のリズムを崩すものの,1995年 10月 には被災前の季節
変動を再開させたことがわかる。これについては,被災
直後からの市内の大丸やそごうの一部営業の努力や,住
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宅被害等に伴 う買い換え需要もあつて,それらの全館オ
ープンを待たずして,被災前の買い物行動のリズムを取
り戻している状況がうかがえる.

さらに,阪急電鉄の乗車人員については,イ ンフラの
早期復旧とサービスの再:開 に伴つて,1995年 H月 には鉄
道利用のサイクルが回復していることがわかる.鉄道サ
ービスの再開は早かつたが,沿線人口が減少したために ,
復旧から約 1年間は被災前の乗車人員数の約80%に留まっ
ていた.しかしながら,例年みられる5月 に増加 ,2月 に
減少といつた周期的な傾向はみられず,道路の復旧や渋
滞のために,早期に復旧した鉄道を利用しようとする行
動パターンが推察できる.

c)ト レンドの回復状況

図6は,先 と同様,分野の異なる人口,百貨店販売額 ,
乗車人員を対象とし,被災時の1995年 1月 を1カ月後とし
て,時系列データに含まれた トレンドを回帰直線の傾き
を用いて表 したものである また,同図中には,被災前
の時系列データについての トレンドの傾向の平均値も示

した .

まず,人 口の トレンドについては,被災前には増加傾
向にあったが,被災直後に急激に落ち込んだ後,徐々に
傾向をプラス方向に取 り戻 し,被災後 14カ 月経過 した
1996年 2月 に被災前の傾向まで回復している。これについ

ては,前述のノイズを回復し,その結果として総人口の
増加傾向が系統的に上向いている状況を表している ま
た, トレンドの傾きは被災前に戻つたが,その水準につ
いては被災前に比較して低い水準で推移 している (図 3

(1)a)).こ れは「症状固定型復興」であり,全体の
潮流としてみれば復興してお り,被災直後のような大規
模な復興施策を講じる必要はないが,例えば,地区によ
る人口回復傾向に格差がみられるなど,個別地区への継
続的な施策・支援が必要な可能性がある。この一例とし

て,図7に は,区別の人口増加数21)の被災後からの推移を
示 した.これによると,東灘区,中央区,灘区について
は,大幅な人口増となっており,神戸市全体の人口増加
を牽引していつていることがわかる.しかし,長 田区 ,
兵庫区,須磨区では,人 口増加減が続いている.兵庫区
では一時自然減を上回る社会増があり,人 口増加傾向も
見られるものの, これらの地域では高齢化が進んでいる

可能性が高く,未だに震災の影響を抱えている高齢者が
残されている可能性がある。例えば,個別地区への継続
的な高齢者支援等が必要なことが推察できる.

また,百貨店販売額の トレンドについては,被災直後
には一時的な落ち込みを示したが,その後約2年間にわた
り漸増傾向を示 している また,被災後21カ月後の1996
年9月 には被災前と同様の傾き,かつ同水準に戻つたこと
がわかる (図3(1)e)).こ れについては,前述のよう
に1995年 10月 には消費者の生活 リズムが再開し, さらに ,
1996年 4月 のそごう全館オープンや1997年 3月 の大丸全館

オープン,住居の被災に伴 う市民の買い換え需要に伴い ,
着実に売上げを伸ばし,震災前と同様の傾向,水準を示
したものと言える.

さらに,阪急電鉄の乗車人員の トレンドについては ,
被災直後急激に落ち込むが,1995年3月 の一部復旧 (王子
公園～三宮間)や同年6月 の全面復旧など,イ ンフラは十
分でないながら,早期にサービスを再開した結果,被災
前の傾向に戻る1995年 H月 に至るまで漸増傾向を示して
いる.そ の後も被災前と同様の傾向,水準を示しながら
推移 してお り,理論上の「完全回復型復興」を遂げたこ
とものと言える。

60      80      100

:ア lrb)=855

pl乗車人員(阪急電鉄・神戸線)

図 6トレンドの傾きの推移とその読み方

図 7区別人口増加数 (人口動態)の推移

(3)復興チヤー トの作成とその考察
(2)で述べてきた トレンド,季節変動,ノ イズそれぞ
れの傾向を,各項目に対して分析した結果を「復興チャ
ー ト」として表3に示す.3要素すべての推移を示した図3
(1)お よび (2)と 合わせて,分野・項目別に復興過程
について考察する.なお,表中には,前述 した基準に従
つて復興とみなせる年月 (YY.MM)を 示し,用いた記号
―は被災の影響がない,空 白は該当しない,(― )は該
当する指標の傾向の増加が負の影響をもたらすことを示

す .

まず,家計消費支出や消費者物価指数については被災
による トレンドの変化はみられず,消費者物価指数が有
するノイズも1995年 10月 には復興していることがわかる.

一方で,人 口に関する自然増減数や社会増減数は,被災
後1年半以内には,いずれの側面でも復興していることが
わかつた。

また,産業に関する項目では,百貨店販売額とネーパ
ー販売額のいずれにもノイズに影響はみられなかつたが,

前者は1996年9月 ,後者は1995年 12月 にはトレンド,1季節



変動とも復興している状況を示している.企業倒産件数
や倒産負債額については,件数で約4年間にわたリノイズ
を残 したが, トレンドの面では被災後約 1年半にわたり,
減少傾向を示 した。これについては,中小企業の経営安
定化を図るための中小企業融資制度拡充などの行政支援 ,

また,震災への危機感に対する企業努力が図られた結果
かもしれない。しかし,1996年 5月 以降はいずれもトレン

ドの面で増加傾向に転じている.

神戸経済の中心となる神戸港での通関輸出入額につい

てみると,いずれも震災直後に大きく低落し,2年後の完
全復旧を目指 し,応急復旧を続けた結果として,輸出は
1997年5月 ,輸入は1996年 H月 に季節変動, トレンドの傾
きとも被災前の状況に回復しているが, トレンドの水準
は震災前状況に戻つていない.こ のように,2年 という驚
異的な速さの復旧であつても,国内外港の競合相手が存
在する場合には必ずしも震災前の状況に復旧できず

22〉

,

これを引き金として継続的にシェアを取 り戻せない厳 し

い状況にあることがわかる.

新築着工戸数については,震災直後減少するも即座に
ブーム期を迎え,その増加基調のなかで,1999年 2月 まで
震災前より高い水準で推移 している。これは,約 15万棟
という建物の大量滅失

21)が
被災地に膨大な建て替え需要

を生んだために,建設関係活動が活性化したことを示し
ている.し かし,震災による約15万棟の滅失は,例年の
着工戸数を考慮すると約10年分の建て替え需要に相当す

るため,今後の新規需要の落ち込みに留意せねばならな
い .

鉄道の乗車人員については,阪急電鉄と阪神電鉄の総
乗車人員については,いずれも震災直後に大きく落ち込
み,全線が復旧した1995年6月 (阪急 :6月 12日 ,但 し,3
月に一部復旧,阪神 :同月26日 )を境に トレンドが増加
傾向を示し,季節変動やノイズを回復させるものの,約 1
年後阪急は被災前 と同様の傾向を示 し (完全回復型復

興),阪神は被災前の水準に戻れないまま,震災前と同
様の傾向で漸減 している (症状固定型復興)。 これにつ

いては,阪神電鉄の復旧の若干の遅れが,域内を並行し
て走る競合他社阪急に乗客を奪われた形になったものと

考えられる.ま た,阪神電鉄沿線を含む地域での被災程
度が,阪急電鉄沿線よりも厳 しく,人 口回復が遅れたこ

表 3阪神・淡路大震災後の神戸市の復興過程を表す
復興チャート

分野 項 目 くター)
番号レ

鵬
季節変動 ノイズ

人 口 l)人 口総数 9602 9607

))自 然増滅数 9512 9605 9502

う社会増滅数 9604 9604 9605
計

書

課

■ 1)憲計消費支出

崖 票 ハ百貨店販売霞 9609 9600 9510

うスーパT販売額 9512 9502

】)輸出額 9705 9604 ⑥

1)輸入額 9611 9602 9605 ⑩

n国産件数 (― ) 9605 9605 9903 ③

〕倒産負債額 (― ) 9605 9605 9603

k)新築着工戸数 9902 9902 9802 0

n有効求人倍率 9608 9608 9505 ③

1)消費者物価指数 ⑤

1)預金残高 9603 9603 9502 ⑫

D)貸出残高 9507 9601 ③

o)桑車人員 (阪急電 9506 ⑫

コ)乗車人員 (阪神電g 9512 9601 9509 ①

生活
保 |● o生活保護費 (― ) ⑨

罪
故
犯
事
9刑法犯罪件数 (― ) 9603 9603 9503 ③

t)交通事故件数 (― ) 9705 9705 9502 ③

とも理由として挙げられる

生活保護費については,被災後の約 10カ 月は減少する
傾向を示 した。これは,生活保護層と被災者層との間に
一部重なり合いが存在したことを表している。すなわち ,

震災前から生活保護者層がもつ扶助ニーズに対し,手厚
い被災者対策によつて補填されてきた結果,減少傾向に
結びついたものといえる。しかし,ノ イズが解消された
1997年5月 以降は被災前と同様の傾向で漸増している.

刑法犯罪件数については,震災後約 1年間,震災前より
低い水準で推移 し,そ の後は被災前の件数増加傾向に戻
つている.ま た,交通事故件数については,震災直後に
増加した後,1997年5月 まで継続的な漸減傾向を示した。
神戸市交通安全対策会議では,震災後の交通事故件数の
増加を受け,新たに第6次神戸市交通安全計画231を策定し,
運転マナーや取 り締まりの強化に取 り組んだことに加え,

震災復興事業の進捗に伴 う道路整備などが影響したもの

と考えられる。

5.復興指標のもつ長所と短所

本稿では,従来提案されてきた RIの問題点を解決すべ

く,被災前後の統計データベースを構築し,時系列分析
による新たな復興指標の概念とその読み方について提案

した。従来の RIと 今回提案した復興指標を比較しながら,

活用に向けた長所と短所について考察する.

まず,災害の影響の有無については,前述 したように ,
RIでは,被災地外の地域のデータとの対比によって,被
災地での震災の影響を提える.一方で,時系列分析を用
いた復興指標では,被災地において被災前に示していた
傾向との対比によつて,そ の影響を提える。 |
これらを整備すべきデータセットの面で比較すると,

RIの算定には,対比する地域でも同様のデータ項目を同
期間分整備する作業が発生するが,時系列分析による復
興指標では被災地に関するデータ整備のみで分析が可能
となる点で実用的である。また,RIでは,被災の影響が
なかった地域の設定が鍵となるが,その判断基準の設定
が難しいと言える 一方,RIの場合は,時系列分析に基
づく復興指標 と異なり,オ リジナルなデータベースを標
準化し,ベンチマークの設定を可能とすることが利点で
ある。しかし,標準化によつて トレンドは比較可能とな
るが,季節変動やノイズは対比する地域のそれらをみる
こととなり,必ずしも被災しなかった場合の被災地の季
節変動やノイズをみているとは言い難い .

時系列分析に基づく復興指標では,分野別の トレンド
のみならず,季節変動やノイズの動向を提えることがで
き,各側面からみた「復興]の有り様を提示することが
できた。しかし,被災しなかつた場合の時系列データを
被災前のどの期間に設定すればよいのか明確でない.ま
た,今回のような被災後 10年の復興過程を把握するため
に,被災前の 10年分のデータセットを用意すべきか,そ
の仮定によつては,被災地内のデータセットとはいえ ,
かなり長期間にわたる時系列データの整備が必要となる.

また,被災前の時系列データが何らかの大きなイベン ト
の影響を受けていないか判断する方法の開発も課題とし

て残されている.

また,いずれの方法においても,統計データを用いる
ため,項 目によって市あるいは地区など集計域範囲が異
なる.例 えば,図 7で取り上げたように人口の場合,区
別に集計されているが,家計支出額などは市が最小単位



である.すなわち,被災自治体もさらに被災地区と非被
災地区に区分でき,データ集計域である自治体単位での
分析は被災地区と非被災地区を混在させた分析 となる恐

れがある.統計データ上の制約はあるものの,可能な限
り被災地区の復興パターンまで分析 し,復興の実態を把
握 していく必要がある。

以上のように,それぞれの指標にはその概念や算定方
法,必要なデータセットに一長一短あるが,被災地外の
データセットの整備可能性や,他分野他地域での比較の
必要性などの状況に合わせて,1つの指標に限らず,適
宜使い分ける必要があるものと考えている

6.おわりに

本稿では,まず,被災地の復興状況を統計データから
把握するために整備すべき復興指標の概念と,その算定
に必要な統計データベース構築の必要性について整理 し

た。また,従来提案されてきたRIが有する問題点を指摘
した上で,時系列分析を用いた新たな復興指標の概念と
その読み方についての枠組みとして,復興チャー トを提
案した。さらに,時系列分析を用いた復興指標のケース
スタディとして,阪神 。淡路大震災後 10年間の神戸市に
おける復興過程を定量化し,7分野20項 目について トレン
ド,季節変動,ノ イズの具体的な読み方と解釈について
説明し,復興チャー トに適用した上で,復旧・復興過程
を考察した .

本稿のまとめとして,本研究における今後の課題 と展
望について以下に要約する。        |
。 5章で指摘した時系列分析に基づく復興指標の問題点 ,
「被災しなかつた場合の時系列デ‐夕期間の設定」

は今後検討すべき課題である。

・ 本稿では,阪神・淡路大震災後の神戸市を対象に,
復興指標データベースの構築を行つたが,外力規模
や種類,都市規模が異なれば,各分野が異なる復興
過程を辿る可能性がある。したがつて,地震,水害
など外力の異なる災害や,同種の誘因であうても外
力規模や防災力の異なる地域を対象として,継続的
な復興指標データベースの蓄積に努め,汎用性を高
める必要がある.

・ マクロな統計データを用いた復興指標は,被災地域
における社会 :経済活動や被災者生活の全体的な傾

向を示すものであり,多岐にわたる復興施策を講じ
る際の下根拠となる有用な情報源といえる.しかし,
本稿でみられた症状固定型復興のように,全体復興
の潮流の中で,取 り残された地域や分野,あ るいは
被災者に対して,個別のきめ細かな施策を講 じる必
要も生じてくる。冒頭に先行研究として挙げた,被
災者個人を対象 とした意識や行動に関する研究成果

と融合させながら,マ クロ, ミクロの両面から復興
過程の究明に努めていく必要がある。
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